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研究成果の概要（和文）：高齢者の財産管理や身上保護に関する法的支援システムには、①担い手の量的確保、
②サービス内容の質的確保、③監督機能の確保の３点が求められる。後見制度の財産管理面における監督機能の
ぜい弱性は、わが国でも問題となっており、特に高齢者等への経済的な搾取・虐待（Financial elder abuse：
「 FEA」）は、外部からは非常にわかり難い状況がある。その解決のためには、金融と監査機能の融合や社会的
なネットワークシステムによるチェックから早期発見に結び付けることが必要である。後見制度の質保証とFEA
予防のためには、専門職と市民後見人による監督体制の構築と連携が地域社会には必要な機能となる。

研究成果の概要（英文）：A legal support system for management of the property of senior citizens and
 to help physically protect them needs to (i) secure the quantity of human resources needed, (ii) 
secure quality of services, and (iii) ensure a supervisory function. The weak state of the 
supervisory function for property management under the guardianship system is a subject of concern 
in Japan, and financial elder abuse (FEA) in particular is very difficult to ascertain from the 
outside. A solution to this situation will require the fusion of auditing functions with the 
financial industry, including trust institutions, and enabling prompt detection through society’s 
network systems. For purposes of quality assurance in the guardianship system and preventing FEA, 
the development and coordination of a supervisory system by experts and citizen guardians is an 
essential function for local society.
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１．研究開始当初の背景 

わが国の高齢者の財産管理や身上監護に

関する法的支援システムは近年において大

きな進展が見られた。例えば、新成年後見制

度の創設による任意後見制度の導入（平成 12

年民法改正）、介護保険制度の導入（平成 12

年）、新信託法の施行（平成 19 年）、公益

法人制度改革関連３法の施行（平成 20 年）

などである。さらに、平成 24 年度からは、

各市町村自治体における市民後見人の養成

義務化（老人福祉法第 32 条の 2）や、家庭裁

判所や金融機関による成年後見支援信託な

どの新たな制度がスタートしている。これら

の法的制度は、高齢者等の自律的な権利擁護

機能として、今後の社会的役割が期待されて

いる。 

一方で、高齢者の財産管理に関しては金融

取引や実務的な面も含めた法的課題が存在

している。特に、制度の運用面について次の

ような問題が挙げられる。第一に、制度の利

用者側からみたサービス内容・費用の妥当性

など、利用拡大（量的確保）と地域偏在の解

消が求められていること。第二に、制度の担

い手となる専門職後見人や家族後見人に対

する支援とより高度なサービス提供（質的確

保）が地域に求められる。第三に、地域にお

ける制度全体の運営管理や継続的な担い手

に対するチェックなどの体制整備（監督機能

の確保）と人材養成の必要性である。これら

の研究は、高齢者に関する看護学や福祉学の

各専門領域なども含めた多角的なアプロー

チが求められ、法律学との関連性や制度上の

設計が実証的に検証されることが必要であ

る。 

 

２．研究の目的 

本研究の目的は、高齢者財産管理の地域モ

デルを明示し、成年後見制度における担い手

として専門職後見人・親族後見人・市民後見

人の地域における役割と法的関係を明らかに

し、財産管理制度としての民事信託の有効性

を検証する。 

 

３．研究の方法 
（１）研究手法の特色 

【特色１】地域社会における後見人養成と支

援プログラムの開発・実践 

わが国の高齢者の財産管理の担い手は、専

門職や制度面において分断されてきた。地域

における制度間の統一的な活用方法や理論

研究・実践はあまりみられない。一方、ドイ

ツやイギリスなどでは、「市民後見人」につ

いての先行研究があり、先進的な事例を参照

しながら、実際に地域と連携しながら仮説と

検証を繰り返しながら法的システムの開発

を行った。 

【特色２】高齢者の財産管理における法的課

題に対する信託理論の再構築 

本研究では、成年後見や民事信託の法的課

題と実務上の課題を明らかにし、地域におけ

るよりよい高齢者財産管理システムを具体

的に示した。制限行為能力者制度と信託法・

預金契約法の民事法理論の具体的応用事例

として理論面、実務面からも検証を行った。 

【特色３】民事法学・看護学・福祉学の各領

域からの総合的な課題解決型の研究手法 

 本学は山梨県内において、唯一の法学（国

際政策学部：研究代表者在籍）と看護学・福

祉学（各学部所属の連携研究者）が連携でき

る研究環境を有している。地域貢献の視点か

らも、本研究の意義と大学としての研究機能

の重要性を将来に向けて地域社会に発信す

ることができた。 

 

 

 



（２）研究計画 

４年の研究期間（１年延長を含む）のうち、

はじめの１年間を国内調査と財産管理モデル

の検討、アメリカでの信託モデル調査にあて、

残る３年間をドイツ等での調査とモデルの検

証にあてた。そして、以下の２点について具

体的な課題設定を行った。 

① 地域における高齢者財産管理の実態把

握と市民後見人の養成・支援モデルの策

定 

② 高齢者財産管理における信託の応用と

監督機能の国際比較とわが国への示唆 

  

４．研究成果 

（１）財産管理における信託利用の有効性 

家族信託の先進的な利用例を持つアメリ

カの制度から多くの示唆を得た（25 年度調

査）。特別障害者支援信託（Midwest Special 

Needs Trust (以下 MSNT と略す)は、信託サ

ービスを障害者等に提供・管理する一般非営

利法人である。MSNT は、特に身体障害者のた

めに設計される信託で、その受益者は自身の

公的な医療保障制度や扶助制度の給付適格

性には影響を及ぼさない仕組みとなってい

る。これに加えて、MSNT は、慈善信託

（Charitable Trust）を管理する機能が備わ

っている。この慈善信託は、適格性と収入基

準を満たす受益者に資金提供を行うことを

目的とする。 

このような信託は、わが国への民事信託の

導入として次の点が参考となる 

① 受託者のポリシーの必要性 

 受託者に求められるものは、専門的な知識

や信用力だけでなく業務を遂行する上での

経験と安定性が求められる。MSNT は、ポリシ

ーやビジョンを念頭に置きながら、障害者の

さまざまなニーズに合ったパートナーシッ

プを構築していた。 

② 利用者の利便性と負担軽減 

MSNT は、最新情報、顧客の意見を紹介する

ことにより、情報を共有化している。一方で、

障害者の家族に負担がかからないような家

族サポートもきめ細かく対応していた。わが

国においても同様のネットワークづくりが

試みられているが、専門知識を持った組織体

制とビジネスとして成立する手数料体系の

バランス、サービス利用の手軽さと持続性が

必要となる。 

③ 利害関係人との連携 

共同受託者（Co-trustee）には家族の一員

が選任される。成年後見人と受託者とは異な

る立場ではあるが、受託者との関係が重要と

なる。MSNT では、共同受託者が長期間にわた

って本人にどのようなケアをしているか、そ

して共同受託者としてふさわしいかどうか

ということを第一に考えることをポリシー

としている。その中には、監査、相互チェッ

ク体制も含まれている。 

④ 地域における人材養成 

MSNT は非常に地域性を持っており、このよ

うな信託がどのように地域社会に反映され

るかということが課題となっている。地元州

立大学法学部によりスペシャルニーズ信託

をテーマとした大会が開かれている。高齢者

のための全米法律弁護士協会などの実務家

を中心とした活発な活動がこの分野での発

展基盤となっている。また、サービスの品質

保持と受託者のための教育ツールが必要で

ある。特に、従業員のトレーニングや研修制

度は重要である。そして内部コントロールが

できるようにし、その質をレビューする仕組

みが求められる。専門家と自由に話すことが

できるシステムと、よい人材をどれだけ集め

られるかが課題となる。今後、わが国おいて

も、このような人材の地域社会における教育

とマーケティングが重要となろう。 



（２）後見制度の監督機能と担い手 

後見制度の財産管理面における監督機能

のぜい弱性がわが国でも問題となっている。

高齢者への経済的な搾取・虐待（Financial 

elder abuse： FEA）とその対策は国際的な

関心を呼び議論されている（28年度調査）。

後見法からは、全権的な代理を与えるとい

ったことも詐欺行為とする。ドイツでは、

親族世話人として指定されると報告義務が

簡便化し、濫用、悪用がされやすくなるこ

とが報告されている。わが国でも、親族だ

けではなく、第三者、専門家である場合で

も後見人が口座を操作し、裁判所に対して

捏造した請求書を出すような事例が挙げら

れている。信頼関係を利用し、横領をする

といったことが見られる。イスラエルでは、

「不適切な影響力」（独：unangemessene 

Beeinflussung）の行使に対し、本人の①遺

言書の作成時の状況、②身体的な状況、③

健康状況、④心理的な状況という４つの判

定基準を通して判断すべきとするものがあ

る（英米にも同様な基準がある）。FEAの実

態が外部から非常に判断し難い場合、誰が

虐待の事実を発見するかということが重要

となる。調査により、わが国におけるFEAの

実態把握とともに、社会的コストとの比較、

既存専門職と新たな制度との連携、親族後

見への監督体制を考える上で重要な示唆を

得ることができた。今後は、金融ITと監査

機能の融合や社会的なネットワークシステ

ムによるチェックから早期発見に結び付け

る取組みが求められる。 

 

（３）市民後見人養成のための地域モデル 

市民後見人の養成・育成事業がここ数年、

全国の自治体などを中心にさまざまな取り組

みが進められている。本研究における後見人

の担い手を地域社会で育成するモデルづくり

は、平成26年度には「やまなし市民後見人養

成講座」（第１期）を山梨県立大学において開

催し、本研究期間中に第３期まで実施された。

山梨県内市町村のニーズに応じた研修・講座

を継続的に開講し、地域に貢献できる県内ネ

ットワークの構築を目指してきた。その結果、

甲府市において、権利擁護支援のための「（仮

称）こうふ成年後見センター」の設置に結び

付けることができた。甲府市は市民後見人の

養成を同センターに委託し、同センターが、

法人後見、後見監督人を受任した場合、財政

的支援を実施することになった。また、山梨

県立大学が、平成26年度から実施している「や

まなし市民後見人養成講座」を受講した市民

を対象に、平成28年度にフォローアップの研

修を行い、平成29年度より実践研修の受講に

つなげられる市民後見人養成プログラムを実

施することができた。山梨県立大学の３学部

の連携研究者が中心となり、本研究が地域の

実務家との協働により、市民後見人の養成と

受講後の支援体制を地域で具体的に構築する

ことができたのは大きな成果である。 

 
（４）課題と今後の研究の方向性 

平成29年３月24日、「成年後見制度利用促

進基本計画」が閣議決定された。この中で、

今後の政策目標として、成年後見制度を安心

して利用できる環境を整備するために、不正

事案の発生を未然に抑止する仕組みの充実や 

地域連携ネットワークの整備による不正防止

効果が求められている。従来の代理権授与的

な法的構成による監督義務や裁判所によるチ

ェック機能の有効性を検証する必要がある。

特に、金融取引における意思能力減退者の預

金債権保護や成年後見支援信託等の信託口座

による管理の法的安定性を含め、研究の対象

を具体化し、課題の解決に焦点を絞り込んで

いくことにしたい。 
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論社（総 284 頁）（2016 年 3月） 

③ 新井誠・大垣尚司編著書『民事信託の理論

と実務』日本加除出版（2016 年 4月） 

④ 澁谷彰久「市民後見人養成プログラムによ

る人材育成-第１期やまなし市民後見人養

成講座-」山梨県立大学地域戦略総合セン

ター平成 26 年度報告書（総 156 頁）（2015

年 3月） 

⑤ 澁谷彰久編著『信託法実務判例研究』（編

集代表 新井誠）「弁護士の預り金と預金

の信託的構成－最高裁平成 15 年 6月 12

日第一小法廷判決（民集第 57 巻 6号 563

頁）－」有斐閣 pp.23-32（総 460 頁）（2015

年３月） 

⑥ 柳田正明編著『Ｑ＆Ａ福祉実務相談室』 

ぎょうせい（2015 年） 

 

〔その他〕 

① 澁谷彰久甲府商科専門学校消費者啓発

講座 テーマ「金融取引と消費者保護

－預金口座と高齢者への見守り－」講

師（2016 年 11 月 7日） 

② 澁谷彰久群馬弁護士会主催 地域金融

機関と群馬弁護士会との研究会（第３回）

講演 テーマ：「後見支援のための専用

口座について」（2016 年 10 月 21 日） 

③ 澁谷彰久ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ・司会：民事信託研

究会主催シンポジウムテーマ：「信託制

度の今後はどうあるべきか」（2015 年 3

月 7日） 

④ 澁谷彰久山梨県成年後見制度活用促進

研修会講師（2015 年 10 月 27 日） 

⑤ 澁谷彰久公開講座「やまなし市民後見人

養成講座（第 1～3 期）」企画・コーデ

ィネーター・講演・司会（山梨県立大学

平成 26～28 年度ＣＯＣ事業講座） 

⑥ 澁谷彰久山梨放送YBSワイドニュース出

演木曜アンテナ特集：「市民後見人－現

状と課題－」解説（2015 年 11 月 19 日） 
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